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Abstract
This paper examines the degree of competition in the internal labor market of a Japanese
department store. It also tries to identify the difference in elements that affect the promotion
of workers with different academic qualifications and gender in this industry.
The analysis resulted in the following three findings. The first is that career competition
among the workers of the same educational background and gender starts from the very early
stage of working career. Secondly, attributes such as age, gender, educational background and
external job experience, affect the opportunities for, and the pace of promotion. Finally, pro-
motion is influenced by the type and timing of job rotation between different job sections.
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I.は　じ　め　に
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この研究では､百貨店業におけるホワイトカラーの昇進競争を､ ｢学歴｣ ｢性｣の視点から
分析する｡その際､今まであまり行われてこなかった､大卒男性､大卒女性､高卒･短卒男
性､高卒･短卒女性の4つのホワイトカラーグループにおけるキャリア形成を同時に比較す
ることで､ホワイトカラーの昇進システムと競争メカニズムを包括的に把握したい｡また､
学歴間や性別で昇進格差が存在するならば､その差を生む要因を模索することも研究の目的
とする｡
ホワイトカラーに関するこれまでの研究は､大卒男性のみや女性のみに対象が限られるこ
とが多かった｡大卒男性の昇進では､遅い昇進とトーナメント型からの逸脱が主な特徴とさ
れている｡例えば､小池(1993)は､日米のホワイトカラーの昇進を比較し､日本企業にお
いてホワイトカラーの昇進選抜が比較的遅く行われると特徴付けた｡具体的な時期としては､
勤続10年目くらいからとしており､松繁(1995,2000)による電機産業及び加工産業における
統計的分析の結果もこれを支持している1)｡今田･平田(1995)は､日本企業における昇進を
初期キャリア､中期キャリア､後期キャリアの3層構造で捉えた｡初期において昇進は一律
に処遇され競争がない｡一方､中期2)では昇進に差が生じはじめるが､時期的な差に留まり､
職位自体は同一線上に並んでいて差が開くことはない.さらに､大卒事務職においては､次
長まではリターンマッチや逆転が可能であり､後期すなわち部長からようやくトーナメント
型が開始するというO竹内(1995)も､日本企業における大卒ホワイトカラーの昇進は､
Rosenbaum (1984)が見出した欧米型の｢トーナメント方式｣から逸脱した｢小刻みな選抜
方式｣であり､リターンマッチの可能性が残されていると主張している｡
したがって､日本企業内の競争メカニズムを解明するには､まず､昇進構造や昇進格差の
実体を正確に把握する必要がある｡その上で､格差が生まれたりリターンマッチが可能とな
る時期や要因を探ることが求められる｡これまで､その要因のひとつとして｢異動(job
rotation)｣が注目されてきた｡小池(1991a,1991b)は､技能労働者を対象とした小池･猪木
(1987)の議論をホワイトカラーに拡張して､従業員がいくつかの仕事または職場を経験す
ることにより技能･能力を向上させ､ひいては生産性を上げるとしている｡また､中村(1994)
は異動前後における仕事の関連性が重要であることを協調した｡ただし､関連性の度合いに
よってはOJT投資の回収が十分でないことにも言及している3)｡これら異動のプラス面･マ
イナス面をふまえて､松繁(1995,2000)は､種類別の異動回数と昇進の関係を統計的に分析
1)松繁(1995)の研究結果では､大卒の場合､理科系･文科系とも､係長への昇進は勤続10年目前後に始まる｡
2)今田･平田　C1995)は､大卒では､勤続6年目の主事1級への昇進から差が生じるとしている｡
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している｡
一方､女性ホワイトカラーの昇進分析に関しては､データの不足を理由4'に研究の対象から
外されることが多かったO数少ない先行研究としては､脇坂(1986)によるスーパー業界で
の聞き取り調査や､コース別雇用管理制度を有しない百貨店を調査した木本(1995)､大内
(1999)が行った大卒女性のスノ-ボール･サンプリングによる面接調査等があるo脇坂は､
仕事における役割分担､権限の配分を調査し､仕事の移動と技能形成の関係を分析すること
で女性の昇進可能性を探っている｡また､木本により､大卒女性は､男性と同様に昇格し高
卒･短卒女性と明確に区別される一方で､ ｢女性職務｣に引き寄せられ､男性とも異なる立場
の｢グレ-ゾーン｣に位置していることが見出された｡一方､大内は､大卒女性のキャリア
形成､特に企業内異動(配置転換と昇進)の側面を明らにし､基幹労働者として働く女性が
就業を継続する要因として､適切な異動OJTを通じた技能形成が最も重要だとしている｡
小売業を対象とした研究としては､先の脇坂や木本に加え､百貨店業におけるパート労働の
職域形成と労使関係について､詳細な聞き取り調査を行った佐野(2001)等が挙げられるが､
いずれも統計的な分析はなされていない｡
また､先にも述べたように､ホワイトカラーの企業内部キャリア･データは充分とはいえ
ず､ ｢学歴｣と｢性｣の両方をとらえ､大卒男性､大卒女性､高卒･短卒男性､高卒･短卒女
性の4グループを包括的に分析したものはほとんどない｡そこで､当研究は､ ｢学歴｣ ｢性｣
による昇進格差を確認し､その格差を生む要因を探る｡さらに､いくつかの先行研究になら
って異動にも注目し､初期キャリアにおける技能形成の時点で既に格差が生じているかどう
か､またその後の昇進格差に影響を与えているかどうかを探る｡
以下の順序で分析を進める｡まず､ 2節では､昇進格差が明確になる時期やその競争の程
度を見ることで､各ホワイトカラーグループの昇進メカニズムの特徴をつかむ｡そして3節
では､昇進に影響を与える要因として､各従業員の属性や初期キャリアにおける異動を分析
する｡ 4節はまとめである｡各節の分析結果を踏まえて､各ホワイトカラーグループにおけ
る昇進要因を整理しi学歴や性を軸に企業内労働市場の競争性を判断する.
2.昇進メカニズムの特徴
分析に使用されるデータは､百貨店A社の正規従業員を対象に､ 1993年半ばに行われたア
ンケートによって得られたものである5)oこの企業は､明治時代に創業され､年間売上4000億
3)中村(1994)は､異動前後の仕事にまったく関連性がない場合には､労働者は新しい仕事を覚えるために再度時間
と労力が割かれることから､異動前の仕事に対する回収が十分に行われないだけでなく､異動後の仕事に対する投
鄭こ関しても続けて仕事をした場合に比べて回収期間が短くなるというデメリットを指摘している0
4)今田･平田(1995)や松繁(1995,2000)も､女性従業員の情報不足により分析対象に加えることを断念している
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円以上､資本金300億円以上の大規模百貨店である｡従業員約6,000名のうち､男性2,000名､
女性はその2倍の4,000名であり､平均年齢は､男性39.1歳､女性30.3歳と10歳の開きがある｡
女性の年齢構成では､ 30歳未満が6割強を占めており､既婚率は17%にとどまっている6)0
表1は､アンケートから得た統計的データを整理したものである｡分析に必要な最小限の
設問に答えたものは228名であり7)､その内訳は男性159名､女性69名である8)｡平均年齢は男
性36.1歳､女性33.5歳であり､学歴構成は､男性は大卒が4分の3を占めているのに対し､
女性は過半数が高卒となっている｡また､大卒女性の採用はアンケート実施時点の10年前か
ら開始したばかりであり､残念ながら､課長以上に昇進したサンプルはない｡
表1 :従業員(有効回答者)の統計データ
現在の役職　　サンプ
平均年齢芸均経霊雷雲芸芸雷票芸霊票芸一般係橘u　長次長部長ル数
:=くi馴lM6日目　36.9;a.*巨頭　の　i¥ト　　　　129
(男性　　32.2　　0.93　　30.3　　36.9　　43.8　　56　　39　　　3
(女性)　26.6　0.21　29　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
′ lf'≡′∃萱､疎､､寒歪i'<;Y;<所:1-.3五うl!SI.5imi l日毎bi　可　5I 17
(男性)　43.8　0.38　30.7　39.5　44.7　　　　　14　　　　　15　　　　　　　　　43
(女性　　34.1　0.61　36.3　　46.3　　45　　　50　　3　　　　　　　　　　　　　　　　　56
･た　可3･l可ii.7　日.7I3毒.9|.M.I r.9　　日　25! 1　両l滋
単位:歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:人
アンケートでは､基本的な質問事項として､誕生年､学歴､専攻分野､現在の職位および
各職位への昇進年齢を聞いている｡ここから､入社年齢･現在年齢の変数､及び各職位へ昇
進時の年齢を表す変数を作成した｡これらを使用して､係長､課長､部長の各職位への昇進
時期を､次に各職位間の昇進のペースを見る｡これらの特徴を総合して､百貨店業界におけ
る昇進メカニズムを把握したい9)0
5)当分析で使用するアンケートは､ 1993年7月に労働組合員及び管理職(課長クラスが中心)を対象に行われた自記
入方式のFホワイトカラーのキャリア調査』であり､配布数300のうち有効回答数は247 (有効回収率82.3%)であ
7sa>
6)企業による公表データ(日本経済新聞社F会社情報1993年II (夏期)』)
7)企業が公表した従業員データ､及び今回のアンケート調査から得た従業員データは､双方とも正規従業員のみを対
象としており､パート･タイマー等は含まれていない0
8)男性が女性の2倍以上になっており､必ずしも企業全体とサンプルの構成バランスが一致していないことに､注意
しておく必要がある｡
9)なお､当研究では対象を学歴で限定しないため､ ｢時期｣の基準として､ ｢勤続年数｣ではなく｢年齢｣を使用する
ことにする
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2.1学歴内競争と学歴間競争
表2は､各職位に何歳で昇進しているかを示したものである｡まず､係長への昇進である
が､大卒男性に関しては､ 28歳すなわち勤続6年目前後から本格化しており､小池(1991a,
1991b)や松繁(1995,2000)の分析結果である勤続10年目よりも､かなり早い時期から｢選
抜｣が始まっていることがわかる｡昇進時期はラッシュ期だけでも28-32歳と幅があるのに
加えて､ 25-27歳の若さで昇進を果たす昇進先発組も存在している｡係長までは同期同時昇
進が行われていて､遅れても1-2年の差にとどまるとした竹内(1995)の結果とも異なっ
ており､同じ学歴内では､早い時期からかなり競争的な選抜が行われている様子がわかる｡
一方､ 30歳､ 31歳で昇進する者の数が突出していることから､この時期が係長昇進年齢の相
表2 :各学歴層における､各職位への昇進時期
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場となっていると考えられる｡ただし､ 35歳までに全員が昇進を終えており､将来の昇進可
能性がある者とそうでない者を35歳で見極めている様である｡
高卒･短卒の昇進も､大卒の昇進とほぼ同一期の28-33歳に集中している｡平均昇進年齢
は大卒男性と同様に､高卒･短卒男性も31歳すぎとなっている｡さらに､係長へ昇進する者
が25歳から出始め､優秀なものには学歴差を越えて早期からチャンスを与えているようであ
る.一方で､少人数ずつではあるが45歳まで昇進のチャンスが残されていることから､大卒
よりも長期にわたる持久戦に参加させているといえる｡
以上､各学歴内で見れば､大卒､高卒､短卒ともに昇進時期に幅があり､かなり競争的と
いえる｡また学歴で区別されず平等に処遇されていることも分かった0
｢性別｣に焦点を当てると､平均値で見る限り､大卒女性は大卒男性と平等に処遇されて
いる｡むしろ､大卒では係長昇進への平均年齢が女性の方が若い10)｡その一方､高卒･短卒
女性は高卒･短卒男性から6-7年の遅れをとっており､ ｢学歴｣ ｢性｣という2つの壁で､
昇進の第一歩から出遅れている様子がうかがえる｡木本(1995)も､大卒女性は､男性と同
様に昇格し､短卒･高卒女性と区別されるとしている｡
次に課長への昇進をみたい｡大卒男性では､全貞が係長昇進を終えた35歳以降に始まり36
歳から本格化している11)このことから､同学歴の従業員間では､ -職位以上の差を生じさ
せないように配慮されている可能性が考えられる12)一方､高卒･短卒男性は､大卒男性よ
り数年遅れ39歳が昇進時期のピークとなっており､ここでは｢学歴別｣で処遇の差が生じて
きている｡つまり､年齢での画一的な昇進管理は､係長までに終了していると考えられる13)
また､ ｢性別｣では､短･高卒男性と高卒女性における昇進ペースの相違は､ 7年の差を保っ
たままである｡
部長への昇進では､大卒男性にとって､ 42-45歳が一般的な昇進時期となっている｡彼ら
の部長昇進が本格化するのは､大卒男性全員が課長昇進を終えた40歳からとなっている｡一
方､高卒サンプルは4名だけであり､女性が二番手で45歳に､男性に至っては48歳､ 51歳と
なっており､大卒から大きく遅れをとっている｡
学歴別や性別における昇進スピードの格差を統計的に検証するため､母集団の平均値にお
けるt検定を行ったo　ただし､部長への昇進スピードに関しては､女性が1名いるだけなの
で､統計的な検定はできない｡分析結果は表3のとおりである｡係長昇進では､大卒男性と
10)ただ､百貨店A社が､大卒女性の採用を開始してまだ日が浅く､その数もあまり多くない為に､優秀な女性ばかり
が選出されているだけの可能性も考えられる｡
ll)松繁(1995)も､大卒男性の課長への昇進は､ 37-38歳で行われている､としている｡
12)今田･平田(1995)は､キャリア中期における昇進の特徴について､資格の差では1ランク以上開かず､係長や課
長でも昇進の早いものと遅いものが同一資格に横一線に並ぶという､上位弟争への仕切り直しをする期間が存在す
るとしている｡
13)竹内(1995)は､明らかな選抜が始まるのは課長職からであり､課長の昇進年次には大きな差が出てくるとしてい
る
昇進競争における学歴と性別 177
大卒女性､大卒男性と高･短卒男性の間で格差が確認できなかったが､それ以外では､各グ
ループ間で平均昇進年齢に格差が存在した.その結果､昇進スピードの順位は次のようにな
っている｡
係長への昇進スピード:大卒男性-大卒女性-高･短卒男性>高･短卒女性
課長への昇進スピード:大卒男性>高･短卒男性>高･短卒女性
部長への昇進スピード:大卒男性>高･短卒男性14)
衰3 :各職位への昇進年齢における平均値の検定
帰無仮説:各ホワイトカラーグループにおける各職位への昇進年齢の平均値の差-0
対立仮説:各ホワイトカラーグループにおける各職位への昇進年齢の平均値の差>0
t値　　　　P>t
係長昇進の平均年齢
高卒･短卒男性一大　卒　男　性
大　卒　女　性一大　卒　男　性
高卒･短卒女性一大　卒　男　性
大　卒　女　性一高卒･短卒男性
高卒･短卒女性一高卒･短卒男性
高卒･短卒女性一大　卒　女　性
0.6929　　　0.2451
-1.2875　　　　0.8985
5.4776　　　　0.0000
1.0262　　　　0.1562
3.4183　　　0.0008
2.2000　　　　0.0295
高卒･短卒男性一大　卒　男　性　　1.9147　　　0.0320
課長昇進の平均年齢　　高卒･短卒女性一大　卒　男　性　　　4.4376　　　0.0002
高卒･短卒女性一高卒･短卒男性　　　2.0840　　　0.0251
部長昇進の平均年齢　　高卒･短卒男性一大　卒　男　性　　　2.8933　　　0.0089
2.2　順位の変動
前節では､昇進の時期と学歴別･性別の昇進スピードを見てきたOこの節では､ ｢追いつき｣
｢追い越し｣等のリターン･マッチの可能性や､競争の程度をより鮮明に把握したい｡係長
から課長の昇進ペースに関しては表4-1に､課長から部長への昇進ペースは表412に示して
おり､対角線からサンプルが離脱するほど､昇進順序が入れ替わり｢競争的｣であることを
表している｡
係長から課長へ昇進する際､大卒男性は､昇進を果たすほとんどの年齢で縦長の長方形が
形成されていることから､係長昇進でついた昇進時間差を､課長昇進で縮める形になってい
る｡高卒･短卒も大卒男性と同様に対角線の離脱が見られ､しかもその度合いはより大きい｡
つまり､高卒･短卒の方が競争は激しい可能性がある｡各学歴内では､ ｢追いつき｣や｢追い
14)高卒男性で部長まで昇進しているサンプルは3名いるが､その内1名は35歳という異例の早さで昇進している｡平
均値の検定では､分散が大きく信頼性にかけるため､部長に関するt検定のみ､当サンプルを除いて行った｡
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表4-1 :係長から課長への昇進ペース
第7巻第2号
課長への昇進年齢　　　　　　　　　　　　　合計
高･短　高･短
31 34　35　36　37　38　39　42　43　45　48　53　55　大卒　　卒　　卒
(男性) (女性)
1
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1
??????????????
(9
2　　　日l
:I i;消
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ii^HBi
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?
?
???
?
????????
??????????
?
? ?
? ① ?
大　　　　卒　　　1 1　3　4　4　1 1
∠ゝ
昇高.短卒(男性) 1　　　　　　　　1 1 1
高･短卒(女性)　　　　　　　　　　1
既盗超:大卒男性
匡:≡≡ヨ:大卒･高卒男性が混在
○ :高卒女性
表4-2 :課長から部長への昇進ペース
部長への昇進年齢計
40　42　43　44　45　47　48　51
?ー?????? 高･短卒
(女性)
?????????????????? ?????? 茎葉
1
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1
?
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匡≡≡≡∃ :大卒男性
○ :高卒女性
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越し｣が頻繁に起こっており､かなり厳しい競争が行われている｡例えば､ 29歳で係長に昇
進した者が､ 39歳まで課長に昇進できずにいたのに対し､係長昇進には10年を要し32歳でよ
うやく果たしていても､次のステップである課長には38歳で昇進する者もいる｡係長昇進の
年齢と､課長昇進の年齢における相関係数を見ると､大卒男性で0.4623､高卒･短卒で0.2856
とあまり高くない｡昇進競争がかなり厳しく､それがとりわけ高卒･短卒で顕著であること
が裏付けてられている｡ただ､高卒女性に関しては､系列相関の値が0.5792と高く､昇進順
序を保ったまま､職位のステップを上っていくケースが多い｡つまり､男性よりは競争的で
はないと考えられる｡
一方､学歴間では､表4で示されるように､かなり明確に各学歴ごとに団塊化し､しかも
その間に格差が生じていると判断できる｡ただ､常に後続グループが密接しており､他グル
ープが後から迫ってくる状態が維持されていることが分かる｡竹内(1995)は､日本のホワ
イトカラーが､長期間に渡ってほぼ全貞に競争意欲がある理由として､取り返しのつノく僅か
な差によって､ノンエリートに意欲を持続させ､エリートにも不安を持たせるテクニックに
よるとしている｡ここでも､同様の仕組みが導入されている可能性が高い｡
課長から部長への昇進ペースを見ると､一部の例外を除いては､ -枠線で囲まれた左上に
大卒男性が集中している｡これは､課長昇進時についた昇進スピードの格差が､学歴間では
解消されたり逆転されたりすることなく､そのまま保たれていることを示している.一方､
各学歴内では､大卒男性も高卒･短卒も共に､対角線から離脱しており｢競争的｣といえる｡
3.昇進要因の学歴間比較
前節で､ ｢学歴｣及び｢性｣により､昇進プロセスが異なっていることが明らかにされた｡
ここでは､各学歴集団の昇進に差をもたらす要因を分析していきたい｡特に注目したいのは.
｢異動｣である｡その理由としては､まず､異動の持つ｢明確性｣が挙げられる｡査定結果や
昇給における差は､周囲に認知されていない可能性があるが､異動は隠しようがない点で昇
進の可能性を示す明確な指標となりうる｡ 2点目は､ ｢技能･能力形成との関連性｣である｡
日本企業では､仕事に必要な技能習得の多くがOJTによって行われる｡そのため､どの仕事
や職場をどれだけ経験したのか､すなわち配置転換が､技能･能力形成の差､ひいては将来
における昇進の差牢影響する可能性が考えられるIS)ここでは､異動の回数のみならず､そ
の時期や種類の違いにも目を向けたい16)
15)松繁(1995,2000)も､機械産業及び加工組立産業で､同様の分析を行っており､昇進に影響力をもつと-している｡
16)猫木･大橋(1993)は経済効率的な技能･能力形成には､異動前後にがける｢仕事の関連性｣を挙げている｡松繁
(1995)も同様の指摘をし､異動の種類にまで言及して分析を行っている｡
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アンケートでは､まず｢同期の中で､誰が上位の管理職まで昇進しそうか分かるか｣とい
う設問に対し､ ｢かなり分かる｣､ ｢なんとなく分かる｣､ ｢まったく分からない｣､から選択し
て答えるようになっており､さらに｢かなり分かる｣または｢なんとなく分かる｣と答えた
ものを対象に､昇進格差が｢どのようにして分かるか｣を聞いている｡回答には､ ｢これまで
に経験した部署｣ ｢優れた業績を挙げている｣ ｢昇格が常にトップである｣ ｢学歴･出身校｣ ｢研
修などでわかる能力の高さ｣ ｢その他｣の内から2つ選択する｡
表5は､昇進格差がわかる理由を35歳までの従業貞に関してまとめたものである｡ ｢経験部
署｣については､学歴別･性別の4グループに共通して重要性が高い｡表には示していない
が､大卒では入社7年目あたりの29､ 30歳､高卒･短卒に関しては同じく入社7年目あたり
の25歳～27歳で､昇進の判断基準として｢経験部署｣を過半数が挙げている｡従業員の認識
からも､異動はその後の昇進を決定する重要な変数であることが確認できた17)
表5 :昇進候補の判断基準
窮江!.'覇甲:=･r-'.'PTr㌻ろポm　　　　　　:　こ.
計
｣.vi li/rWrr"卑: 111二lf仲　一　汁･柊' T　　;Jl-'}*-'J
二ベ.う一:リー・¥ -
18　　　　18　　　　　22　　　　16　　　　　　　　　　　　3　　　　　41
43.90　　　43.90　　　53.66　　　39.02　　12.20　　　7.32　　200.00
衰細…6
54.555
45.455
45.4536.3芸9..吉1
9.｡92｡｡霊
憲章蓑鍵建16.6吉66.6芸5｡.｡32
33.332
33 336
2｡｡.00高卒･短卒女性
4　　　　　　1
53.85　　　30.77　　　　7.69　　　61.54　　　23.08
???
???
13
200
計
32　　　　　31　　　　31　　　　30　　　　11　　　　　7　　　　　71
45.07　　　43.66　　　43.66　　　42.25　　15.49　　　9.86　　200.00
上段:実数　　下段:%
注)回答者1人につき2項目選択なので､各集団(横軸)の合計は200%となっている
アンケートでは異動に関してはより具体的に､ ｢事業所内の異動｣､ ｢事業所間の異動｣､ ｢関
連会社への出向｣､ ｢関連会社からの戻り｣の4種類についてそれぞれを何歳で経験したか聞
いている｡これを使用し､何歳までにどの種の異動を計何回経験したかを示す変数を作成で
きる｡残念ながら､ ｢異動｣を含めた昇進要因の統計的分析が可能なサンプル数を取れるのは
係長昇進までであるため､異動のデータは係長昇進が本格化する30歳前後までの期間のもの
17) ｢学歴｣については､学歴聞及び性別間で大きな認識の相違が見られる｡大卒男性は過半数を超える者が学歴を重視
しているO　これは､松繁(1995)や竹内(1995)の議論と一致する｡大卒女性に関しては､ ｢学歴｣の重要性が早期
に現れることはないが､対照的に高卒･短卒女性はかなり｢学歴｣を重視している｡ ｢研修｣については､大卒男性･
女性ともに､入社間もない頃から重要度が高くなっている｡ ｢業績｣も､大卒男性･女性ともに重要性が高い｡一方､
高卒･短卒男性に関しては業績に対する意識が希薄であるO ｢昇格トップ｣が重要度を増すのは､係長昇進が本格化
する時期とも一致しており､ ｢昇格｣と昇進｢選抜｣が､同時に行われていることを示している｡
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を使用することになる｡また､ ｢関連会社からの戻り｣に関しては､ほとんどの者が記入して
おらず分析には使えない｡
推定では､被説明変数として現在係長以上の職位についている場合を1､そうでない場合
を0として作られる変数を用いProbit分析を行った｡この際､異動が独立変数でなければな
らないので､推定にn歳までの異動を用いる場合には､現在年齢がn+1歳以上であるものを
対象としている｡また､昇進したためにある種の異動が生じるということも考えられるため､
n歳までに係長に昇進したものも除いて推定した｡ここで用いた説明変数は､まず､従業員
の属性に関するものとして､
外部経験ダミー､年齢､年齢の二乗項
大卒ダミー､短卒ダミー､理系大卒ダミー
女性ダミー､年齢と女性の交差項
異動に関するものとして､
n歳までの､各年における各種異動の有無
n歳までの､各種異動の累積回数
である｡
表6は､高卒･短卒と大卒の入社年齢が異なることを考慮して､別々に分析した結果を示
している｡表に挙げられた順に､変数の効果を検討していきたい｡
高卒･短卒に関しては､外部(他社)での経験の有無を示すダミー変数の係数が､一貫し
て有意に負になっている｡小池(1999)は､日本企業では昇進が勤続と関係することから､
キャリ.アの中断は技能･能力形成に大きなマイナスとなり昇進を阻むとしている｡高卒者の
中には転職･途中入社組も多いが､かれらは将来の昇進に不利な立場にあることが分かる｡
一方､大卒では有意な結果が得られない｡また､年齢の係数は有意に正である｡これは､今
回の推定のほとんど全てにおいて一貫しており､年齢を重ねる程､係長以上の職位に昇進す
る可能性が高まっておくことを示している18)ただし､年齢の二乗項の係数が負に有意なこ
とから､年齢の効果は徐々に減少することがわかる｡
女性ダミーの係数は､高卒･短卒集団において有意に負であり､係長以上への昇進に対し､
女性であると不利になることを示している｡また､女性ダミーと年齢の交差項が26歳で有意
に負であることから､年を取るほど女性であることが昇進に不利となっている｡大卒では､
係長以上に昇進している女性のサンプル数が少ないため､有意な結果が得られなかった｡
短卒ダミーの係数はいずれも有意にはなっておらず､高卒よりも2年間余分に公的機関を
通じて人的資本への投資が行われているにも関わらず､ ｢短卒｣という学歴は､高卒と比較し
てなんら昇進に有利に働くことはないといえる｡このことは､百貨店A社の人事制度の内容
18)これは冨田(1992)の結論と一致しており､松繁(1995)の統計的分析でも同様の推定結果が導き出されている｡
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表6 :昇進要因のProbit分析
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と一致している19)また､大卒の分析に使用した理系ダミー変数の係数は､ 27歳で負に有意
になっている｡これは､理系出身者は将来の昇進に不利である可能性を示しており､前掲の
昇進メカニズム分析の結果と一致している｡
各種の異動のうち､当分析で有意な結果を示す異動は､高卒･短卒に関しては､ 21歳の事
業所間異動のみで有意に負である｡ 21歳は､高卒･短卒にとって入社3年目にあたる｡大卒
では､ 26歳の事業所内異動のみが有意に負になっている｡ 26歳の異動は､大卒の入社年齢は
22歳､ 23歳が主流であり､彼らにとっては入社3-4日にあたる｡百貨店A社では､売り場
での実務研修および3年間の学歴別集団研修が､入社直後から実施されている｡ 21歳及び26
歳は､それぞれの学歴において､これらの実績や成果が現れてくる頃と時期的に一致するこ
とから､能力や適性が不適格と判断された者に適用されている可能性が考えられる｡
異動の種類が学歴間で異なる理由は､正確には把握できないoただ､一つの解釈として､
19)百貨店A社の人事制度では､高卒･短卒ともに入社時は資格1級でスタートする一方､大卒は当初から2級が与えら
in*
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高卒･短卒が不適格と判断された場合早々に他事業所に移動させられるのに対し､大卒に関
しては事業部内の売場等の移動によって､適性を模索する出直しの機会が与えられている亘
能性が考えられる｡つまり､キャリアの展望に対する見切りが､大卒よりも高卒･短卒の方
が早Oのかもしれない20)
5.鰭 請
当研究では､百貨店A社の従業員を対象に統計的分析を行うことで､大卒男性､大卒女性､
高卒･短卒男性､高卒･短卒女性という4つのホワイトカラーグループを対象に昇進メカニ
ズムを解明し､百貨店産業で展開される企業内労働市場の特徴を把握しようと試みた｡
分析の結果､次のことが明らかになった｡まず､当研究の柱である｢学歴｣に関して､同
学歴内では､かなり早い時期から競争が始まっている｡さらに､各昇進ステップで頻繁に｢追
い越し｣も起きている｡一方､大卒と短卒･高卒は､係長昇進までは年齢で管理されており
平等に処遇されている｡しかし､係長以降はIIグループ間に昇進格差が生じてくることが確
認された｡ただし､その差は僅かで｢追いつき｣の可能性は常に残されており､競争の完全
な冷却は行なわれていない｡すなわち､ ｢学歴｣で分類されたグループ間では､ある程度競争
は制限されつつも､硬直的に差が補償されている非競争的な内部労働市場では決してない｡
同学歴内だけでなく学歴間をも乗り越え､キャリアのかなり早期から終盤にかけて､職烈な
競争が継続していることがわかった｡
｢性別｣に関しては､高卒･短卒の女性が昇進に不利な結果となっている｡また､ ｢年齢｣
を重ねるほど昇進の可能性は高まるが､その効果は年齢が高くなるにつれて薄れていくこと
が確認された｡
最後に､昇進前の｢異動｣をみた｡高卒･短卒に関しては､ 21歳の事業所間異動が負に有
意である一方､大卒では26歳の事業所内異動が有意に負となっている｡異動の種類が学歴間
で異なっていることから､キャリアの展望に対する見切り判断が高卒･短卒と大卒では異な
る可能性が示された｡
今回の分析には､統計的にはいくつかに欠点をもつ｡ 1つは､異動を空間的なものとして
しか把握していない点である｡商品系列等より技能の中味を正確に反映するものにする必要
がある｡ 2つ目は､大卒女性サンプルの｢少なさ｣と｢新しさ｣から､女性集団内における
｢学歴別｣内部労働市場の存在が確認できなかったことである｡男性と同様の市場が女性の
20)今田･平田(1995)は､組織と人貞の伝統的な調整メカニズムとして｢学歴｣を挙げ､高卒では下位の資格から厳
しい絞込みが行われているのに対して､大卒ではかなり上位の資格になって初めて厳しい選抜が行われるとしてい
る｡
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ホワイトカラー集団でも存在するのか､それとも､高卒･短卒集団とはまったく異なる｢男
女平等｣な労働市場が大卒集団で展開されているかは､当研究では示せなかった｡最後は､
当研究の分析対象となったデータが1993年に行われたアンケート調査を基にしているが､こ
こ数年で日本の労働市場自体が大きく変わろうとしている点である｡近年の採用動向を見て
も､変革の波は百貨店産業にも達している可能性は高く､新たな調査が望まれる｡
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